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1.1 民間（市場）と政府 

 

混合経済体系 

� 市場的配分機構（民間（企業、家計）の活動） 

� 非市場配分機構（政府の活動） 

 

この二つの機構を活用する。 

理念：市場的配分機構を用いて、市場活動のメリットを最大限に生かし、足りない部分を非

市場配分機構で補う。 

 

政府のあり方に関する考え方。政府のあり方に関する考え方。政府のあり方に関する考え方。政府のあり方に関する考え方。 

� 大きな政府（＝市場機構不信）進歩主義 

古典派（Invisible hand） 

↓（限界概念の導入） 

新古典派(Neo-classical)総合論 by Samuelson, Tobin、ﾓｼﾞﾘｱｰﾆ、ｿﾛｰ ＝財政、金融政策有効 

（アメリカ・ケインジアン、ケインズ派）（有効需要の促進による完全雇用） 

 

� 小さな政府（＝市場機構信頼）新保守主義 

1. 修正ケインズ主義（マネタリズム）by Friedman ＝短期政策有効、長期政策無効 

2. 合理的期待形成論（マネタリスト・マークⅡ、新しい古典派（New-classical）マクロ経

済学派）by Barro, Lucas＝短期無効、長期無効 

3. サプライサイド経済学 by Feldstein（再分配政策のみ行うべき） 

 

1.2 市場機構の恐るべき効果 

 

市場機構のメリットを最大限享受できる理想社会＝完全競争均衡 

 

完全競争均衡完全競争均衡完全競争均衡完全競争均衡とは？：３つの条件 

1. 家計の効用最大化行動（家計は、価格を所与として、効用を最大にするように行動） 

2. 企業の利潤最大化行動（企業は、価格を所与として、利潤を最大にするように行動） 

3. 各市場で、需要と供給が一致するという市場均衡が実現。 

↓ 

つまり、この３つの条件が成立すれば、完全競争均衡であり、効率的。 

もし成立しなければ、政府介入が必要（＝政府の役割の存在） 

均衡を成立させるための条件を求める。 

この３つの条件成立のための重要な総合条件総合条件総合条件総合条件＝価格のパラメータ機能（価格の伸縮性）価格のパラメータ機能（価格の伸縮性）価格のパラメータ機能（価格の伸縮性）価格のパラメータ機能（価格の伸縮性） 
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↓ 

価格のパラメータ機能：成立のための３つのクラス価格のパラメータ機能：成立のための３つのクラス価格のパラメータ機能：成立のための３つのクラス価格のパラメータ機能：成立のための３つのクラス 

 

A:完全競争(Perfect Competition)  

1. 前提Ｐ(Price taker)：価格の独立性：価格支配力は存在しない。 

2. 前提Ｓ(Shiftability)：財、サービスの完全移動性：瞬時に移動し全国で同一価格が実現。

（一物一価の原則） 

3. 前提Ｆ(Freedom of Entry)：市場は open、退出、参入の自由 

 

B: 市場の所有性、普遍性 

1. 前提 O(Ownership)：私的所有性：資産が保護され市場での自由売買が可能 

2. 前提Ｍ(Universality of Market)：市場の普遍性 

人間の効用に関わるすべての財に対して、市場が普遍的に成立 

 

C:  技術的環境、選好環境 

1. 前提Ｃ(Convex environment)凸環境：技術的環境、選好環境は凸性を満たす。 

企業：規模の経済性の欠如→効率的な生産時に正の利潤が存在 

家計：効用における限界代替率逓減→需要が価格変化に対して連続的 

 

価格のパラメータ機能：メリット価格のパラメータ機能：メリット価格のパラメータ機能：メリット価格のパラメータ機能：メリット 

性質１：競争均衡の存在（ワルラス的見方）性質１：競争均衡の存在（ワルラス的見方）性質１：競争均衡の存在（ワルラス的見方）性質１：競争均衡の存在（ワルラス的見方） 

これらの条件1が成立すれば、次の定理が成立する。 

存在定理存在定理存在定理存在定理 

競争均衡を実現する非負の均衡価格及び、競争均衡が存在する。 

 

性質２：パレート効率性の達成（パレート的見方）性質２：パレート効率性の達成（パレート的見方）性質２：パレート効率性の達成（パレート的見方）性質２：パレート効率性の達成（パレート的見方） 

これらの条件が成立すれば、次の定理が成立する。 

厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理 

競争均衡配分は、実現すれば、必ずパレート効率的である。（証明は後でね。） 

パレート効率性の定義 

＝誰かの効用を下げることなしには、誰の効用も上げることができないような状態。 

                                                        
1 上で述べた条件は、あくまでも定理が成立するための十分条件であり、必要条件ではない。たとえば、
凸性が成立していない状況においても、存在定理や厚生経済学の第一基本定理が成立する状況はありうる。

（詳しくは、奥野・鈴村著「ミクロ経済学」を参照） 
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1.3 政府の役割 

 

（１）効率性の達成 

政府の役割のまず第一は、このような性質が達成されないとき、（つまり、前提が成立して

いないとき、）適正な政策を用いて、効率性（厚生経済学の第一基本定理）が成立するよう

な社会を構築することである。 

 

しかしながら、市場均衡で達成される社会は、公平性の観点からは必ずしも望ましくない。

したがって、たとえ市場均衡が成立したとしても、公平性の観点からの政府の役割が存在す

る。 

 

（２）公平性の達成 

厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理 

いかなる基準をもった社会に対しても、初期の適切な所得再分配政策によって、パレート最

適な競争均衡として実現できる。（効率性と公平性の同時達成） 

       所得再分配政策 

 

 

まとめまとめまとめまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格のパラ

メータ機能 
完 全 競完 全 競完 全 競完 全 競

争均衡争均衡争均衡争均衡 

3 つのクラス 

Ａ、Ｂ、Ｃ 

存在定理存在定理存在定理存在定理 

効率性の達成効率性の達成効率性の達成効率性の達成 

 

厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理 

 

完 全 競完 全 競完 全 競完 全 競

争均衡争均衡争均衡争均衡 

所得再分配 効率性の達成効率性の達成効率性の達成効率性の達成 

 

厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理 

 

公平性の達成公平性の達成公平性の達成公平性の達成 
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厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理厚生経済学の第一基本定理 

 

 

Ａさんの厚生 

 

 

 

 

 

 

                × 

 

                   × 

 

 

                           Ｂさんの厚生 

 

厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理 

 

 

Ａさんの厚生 

 

 

 

 

 

 

                × 

 

                   × 

 

 

                           Ｂさんの厚生 

効率性フロンティア 

厚生経済学の第一基本厚生経済学の第一基本厚生経済学の第一基本厚生経済学の第一基本

定理定理定理定理 

＝出発点から効率性フ＝出発点から効率性フ＝出発点から効率性フ＝出発点から効率性フ

ロンティアに、市場取引ロンティアに、市場取引ロンティアに、市場取引ロンティアに、市場取引

を通じて、向かう。を通じて、向かう。を通じて、向かう。を通じて、向かう。 

効率性フロンティア 

適正な所得再分配 

厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理厚生経済学の第二基本定理 

＝再分配後の出発点から効率＝再分配後の出発点から効率＝再分配後の出発点から効率＝再分配後の出発点から効率

性フロンティアに、市場取引を性フロンティアに、市場取引を性フロンティアに、市場取引を性フロンティアに、市場取引を

通じて、向かう。結果として、通じて、向かう。結果として、通じて、向かう。結果として、通じて、向かう。結果として、

望ましい公平性と、効率性が達望ましい公平性と、効率性が達望ましい公平性と、効率性が達望ましい公平性と、効率性が達

成される。成される。成される。成される。 

適正な公平性 
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1.4 市場の失敗と政府の役割（効率性）（図表参照） 

前節で述べた条件が成立しないときには、完全競争均衡が成り立たず効率性は達成できない、

そこで、条件が崩壊したときには、その崩壊を防ぐ製作が必要となる。 

それぞれの条件にたいする政策は図表にまとめられている。 

実際に現実の世界で行われている政策は、効率性の観点から、以下の表を用いて正当化でき

るのである。逆に、正当化できない政策は、無駄であるといえよう。 
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1.4 市場の失敗と政府の役割（効率性）（図表） 

必要条件の崩壊必要条件の崩壊必要条件の崩壊必要条件の崩壊                    原因原因原因原因                                                    政府の手段政府の手段政府の手段政府の手段                                                            政策の種類政策の種類政策の種類政策の種類 

A:A:A:A:完全競争完全競争完全競争完全競争(Perfect (Perfect (Perfect (Perfect CompetitionCompetitionCompetitionCompetition))))    の崩壊の崩壊の崩壊の崩壊            

前提Ｐの崩壊   価格調整力（伸縮力）の欠如    雇用面：失業の解消         経済安定政策（マクロ政策） 

                          物価安定面：インフレの解消 

         価格支配力の存在      行政監視機構（公正取引委員会、独占禁止法）  産業組織政策（ミクロ政策） 

前提Ｆの崩壊    カルテル、談合 

前提Ｓの崩壊   財の不完全移動性   社会資本の整備、産業構造の転換促進    産業構造政策 

        （移動費用、調整費用） 

                   労働移動の不完全性解消（雇用情報の提供、教育訓練、実物的援助（住居、保育所）  労働政策 

                                 

                   地域間格差解消    地域政策、地方財政政策 

 

C: C: C: C:     技術的環境、選好環境の崩壊技術的環境、選好環境の崩壊技術的環境、選好環境の崩壊技術的環境、選好環境の崩壊    

前提Ｃ(Convex environment)の崩壊    規模の経済性の存在    大規模社会資本の提供（公企業による経営）、公共料金の規制 

 

B:B:B:B:    市場の所有性、普遍性の崩壊市場の所有性、普遍性の崩壊市場の所有性、普遍性の崩壊市場の所有性、普遍性の崩壊    

前提 O の崩壊   経済的自由の侵害    司法制度の確立（裁判所）、外交・防衛・警察の整備＝秩序、モラルの維持 

前提Ｍの崩壊   市場で取り引きされない財の存在： 

� 負の外部性の存在     公害の規制、環境の維持、市場の構築、価格付け（課税）＝（住環境政策） 

� 正の外部性の存在１    ボランティア活動の促進、市場の構築、価格付け（補助）＝（住環境政策） 

� 正の外部性の存在２    公共財の提供    公共支出政策 

� 不確実性の存在    リスクの軽減、社会保険制度の確立（介護、医療、年金、災害）   社会保険政策 

� 将来情報の不完全性     将来市場（先物市場）の構築、経済計画、適切な貯蓄行動の促進（経済成長の選択） 

                           ＝情報の提供     
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